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４．特許情報から見た技術開発動向 

 

 技術開発動向を俯瞰する手法とし

て特許マップがあるが、ここではリ

サイクル・廃棄物処理分野に関する

特許情報のうち、技術分野として「固

体廃棄物の破壊あるいは固体廃棄物

の有用物化もしくは無害化」（IPC

分類 B09B 3/00）と「冶金（鉄冶金

を除く）：金属の製造または精製」

（IPC 分類 C22B ）の 2分野を選定

し、その中で非鉄金属業界が保有す

る技術の特徴を整理した。 

 

4.1 データ抽出・解析条件 

・対象公報：公開特許公報、実用新案 

・公報発行日：1994 年 1月～2003 年 12 月 

・検索式：B09B 3/00，C22B  の検索条件で B09B 3/00 14,326 件、C22B 4,773 件を抽出

し、 

・出願人、公報発行日 

・キーワード抽出対象：発明の名称、要約、請求項 

によって解析した。 

 

4.2 技術開発動向 

 1994 年から 2003 年の間の特

許・実用新案の公開件数を図 4-2

に示す。この間全分野の公開件数

はほぼ横ばいで推移しているが、

B09B 3/00 は 500 件台から 2,000

件台に増加しており、この分野の

技術開発が盛んに行われている

ことを示しているが、2001 年以降

公開件数が頭打ちになっている。 

 B09B 3/00 の出願人別出願件数

を図4-3に示す。鉄鋼、電気機器、

重工、環境機器、造船等の業界に
図 4-2 特許・実用新案公開件数推移 

図4-1固体廃棄物からの金属回収フローとIPC分類の関係 
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 図 4-5 C22B の出願人別出願件数ランキング 20 傑 

おいて研究開発が盛んに

行われており、非鉄企業の

最高位は、19位である。 

 

 次にB09B 3/00に併記さ

れている IPC 分類のうち

多い上位 10 分野を図 4-4

に示す。これよりこの 10

年間で出現頻度が増えて

いる技術分野は、「汚泥の

生物学的処理」（ C02F 

11/02）、「燃焼室からの灰、

クリンカまたはスラグの除

去」（F23J 1/00）、「乾燥

するための機械または装

置」（F26B 9/06）、「特殊

な固体原料または特殊な

形態の固体原料に適用さ

れる乾留」（C10B 53/00）、

「化学的手段を用いた汚

染土壌の再生」（ B09C 

1/08）、「炉内で溶融状態

にまで加熱される廃棄物

の焼却」（F23G 5/00,115）

等であり、バイオ、ごみ

処理プラント、汚染土壌に

関する分野でリサイクル

指向が認められる。 

 図 4-5 の C22B の出願人

別出願件数は、鉄鋼と非鉄

金属企業が上位を占めて

いる。 

 上位 10社と、C22B に併

記されている IPC 分類を

マトリックス化し図 4-6

に示す。これから非鉄金

図 4-3 B09B 3/00 の出願人別出願件数ランキング 20 傑 

(件) 

図 4-4 B09B 3/00 における IPC 分類出現頻度推移 

(件) 

(件) 



0

100

200

300

400

500

600

700

1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003

C
2
2
B

0

20

40

60

80

100

120

140

160

180

C
2
2
B
以
外

C22B

B09B 3/00

C22B 1/16

C22B 1/20

C22B 7/00

C22B 7/02

C22B 9/02

C22B 11/00

C22B 3/44

 
図 4-7 C22B における IPC 分類出現頻度推移 

属業界の技術分野として、「貴金属の採収」（C22B 11/00）と「化学的湿式法による鉱石ま

たは濃縮物からの金属化合物の抽出」（C22B 3/44）に特長を有していることがわかる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 次に C22B 出願件数、

C22B に併記されている

IPC 分類のうち件数の多

い上位 8 分野の件数の推

移を図 4-7 に示す。C22B

の出願件数は停滞或いは

減少傾向にある。C22B に

併記される IPC 分類の中

で10年間で出現頻度が増

えている技術分野は、

「固体廃棄物の破壊ある

いは固体廃棄物の有用物化もしくは無害化」（B09B 3/00）、「鉱石以外の他の原料材料から

の非鉄金属またはその化合物抽出のための処理」（C22B 7/00）、「煙じんからの非鉄金属ま

たはその化合物抽出のための処理」（C22B 7/02）、「化学的湿式法による鉱石または濃縮物

からの金属化合物の抽出」（C22B 3/44）であり、非鉄製錬でのリサイクル技術開発が多く

 

図 4-6 出願人と IPC分類の関係 

(件) (件) 
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図 4-8 非鉄製錬業の C22B における IPC 分類出現頻度推移 

行われていることを示し

ている。 

 非鉄製錬企業だけに限

定して、C22B について同

様のデータ整理を行なっ

た結果を図 4-8 に示す。 

 その結果、非鉄製錬企業

だけに限定しても全業種

とほぼ同様の傾向を示す

ことがわかった。 

 そこで非鉄製錬企業＊

C22B＊B09B 3/00 で検索・

抽出された58件について、

キーワード分析を行った。処理対象物と処理方法の関係は表 4-1 のようになる。 

 

表 4-1 処理対象物と処理方法の関係              

 前処理 乾式処理 湿式処理 乾式＋湿式 合計 

鉄鋼ﾀﾞｽﾄ・製鋼ﾀﾞｽﾄ － ２ ２ － ４ 

焼却灰・飛灰・ﾀﾞｽﾄ － ７ １５ － ２２ 

廃触媒(貴金属含有) － － ４ － ４ 

廃ﾆｯｹﾙ・水素電池 － １ ２ － ３ 

廃電子・電気部品・貴金属ｽｸﾗｯﾌﾟ ４ １ － １ ６ 

銅ｽｸﾗｯﾌﾟ － ５ － － ５ 

鉛ﾊﾞｯﾃﾘｰ １ １ － － ２ 

半導体ｽｸﾗｯﾌﾟ － － ２ － ２ 

ｱﾙﾐﾆｳﾑ・ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ系廃材 － ２ － － ２ 

耐熱金属・希土類屑 － ２ － － ２ 

ﾊﾝﾀﾞ含有ﾆｯｹﾙ合金 － １ － － １ 

金属汚染土壌 １ － － － １ 

廃ﾚﾝｶﾞ － － １ － １ 

坑内水・工程内残渣 － １ ２ － ３ 

合  計 ６ ２３ ２８ １ ５８ 

 

 この 10年間、非鉄金属業界は固体廃棄物のうち、焼却灰・焼却飛灰・溶融飛灰等の湿式

処理、乾式処理に注力し、次いで多いのは、貴金属の回収を目的に廃触媒・廃電子・電気

部品・貴金属ｽｸﾗｯﾌﾟ等の処理に関する研究開発である。また、湿式プロセス関係が乾式プ

ロセスのそれを上回っていることも興味深い。 

 本分析対象となった公開特許公報リストを表 4-2 に示す。 

(件) (件) 

（単位：件） 



 
 

表 4-2 公開特許公報リスト 




